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図 3 電気・電子機器の輸出物価指数の推移（2005年＝100） 
   
（出所）図 2に同じ。集計方法に関しては第 3節参照。 
 
 





































































解説の都合上、以下では個々の商品を 1,2,...j = 、
複数の商品の集合として定義される品目（商品群）
を 1,2,...i = という添え字記号を用いて表記する。
また、個々の商品の取引量と価格、取引額をそれ
ぞれ ,ij tQ 、 ,ij tP 、 ,ij tV と表現する。下付き添え字の
t は時間を意味し、以下では便宜的に 0t = を一連
の価格指数の基準年とする。 
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これらのうち、ラスパイレス指数とパーシェ指
数は以下のように書き直すことができる。 
(2)    
,0 ,0 ,0 ,




ij ij ij ij tj jL
t




Q P Q P
P






   
  
(3)    
, , , ,0








ij t ij t ij t ijj j
i kj t kj t ij t ij tk j j
i t
P
i t i t
P
Q P Q P





   

 
124   第 4 章 日本の輸出単価指数と輸出物価指数の乖離とその背景要因 
 
 
ただし、ここで , ,i s ij sjV V=  かつ ,s i siV V= であ
り、 ,
L
i tP と ,
P
i tP はそれぞれ 
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目 1,2,...i = に対応していると仮定し、以下のよう
に各品目の単価（unit value）を定義しよう。 














数量が , , ,ij t ij t ij tV Q P= × という関係を満たすことか
ら、上式を 
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まず、商品 jと品目 iに関する t年と基準年の取
引量の比率を以下のように書くことにし、 
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という記号を定義する。この ,0i sP は「基準年の数
量でウェイトづけしたs年の商品 1,2,...j = の平均
単価」を意味し、 0s = であれば ,00 ,0i iP P= となる。 
上記の記号を用いて、さらに以下の算式による
加重共分散（relative covariance）を定義する。 




,0 , ,0 , ,
,0 ,0 ,
,0 , ,0 , ,
,0 ,0 ,
cov ,ij s ij t
ij ij s i s ij t i tj
i i s i s
ij ij s i s ij t i t
j i i s i t
rel P g
Q P P g g
Q P g





  − −

















= +   










= +   
(16)
( ) ( )1 1, 2 2, , ,0 ,
,
1 cov , 1 cov ,
U
i t
ij t ij t ij ij tF
i t
P
rel P g rel P g
P
   = + +     
(13)式の , ,cov( , )ij s ij trel P g は ,ij sP と ,ij tg の共分散の
一種だから、「商品 1,2,...j = の中で s 年の価格が
高いものほど基準年から t 年にかけての取引量の
増加率が高い」という傾向がある場合に正の値を









i tP が品目 i に関する日本の輸出単価指
数、 ,
L












i t i t i tP P P x= = = という関係が成立する。そして
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 先述した通り、 ,i stP は s 年の取引量でウェイト
づけした t 年の商品 1,2,...j = の平均価格である。













 ここまでの解説では、品目 i に含まれる商品

























































ば図 5 において、s 年における銘柄 j1と j2の価格
差
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図 6 世界の貿易総額に占める日本の輸出シェアの推移（%） 
 
（注）電子機器は表 3の定義によるコンピュータ・オフィス機器と情報通信機器・電子部品の和。 










うに、(13)式の , ,cov( , )ij s ij trel P g が正の値をとる場
合、輸出価格比率は上昇する。しかし
, ,cov( , )ij s ij trel P g は単に 1, 2, 3,, , ,...i s i s i sP P P の相対的
な大きさと 1, 2, 3,, , ,..i t i t i tg g g の相対的な大きさの関
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という式が得られる。 
上式は先に見た(14)式や(15)式とよく似た形に
な っ て い る 。 (22) 式 の 右 辺 に お い て
1, 1,0 2, 2,0/ , / ,...i t i i t iP P P P と 1 ,2, ,...i ig g の間に負の相
関関係があるとき、両辺の値は 1 を下回る。すな
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て い る 場 合 、 ( ),0 ,cov , 0ij ij trel P g > か つ
( ), ,cov , 0ij t ij trel P g > で あ る だ け で な く 、
( ) ( ),0 , , ,cov , cov ,ij ij t ij t ij trel P g rel P g> 、すなわち 0
年から t 年にかけての個別商品の取引量の相対的






































の 2000 年から 2005 年にかけての騰落率と 2005




















[A] ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 [B] ﾊﾟｰｼｪ指数 [A]－[B] [A] ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 [B] ﾊﾟｰｼｪ指数 [A]－[B]
繊維用糸 19.3 4.2 15.1 24.7 -2.0 26.6
織物 3.5 0.9 2.6 3.0 1.8 1.2
有機化合物 41.4 34.7 6.6 -2.4 -7.1 4.7
無機化合物 11.6 3.4 8.2 8.2 -1.8 10.1
ｶﾞﾗｽ・同製品 -13.2 -21.0 7.9 261.6 -24.1 285.7
陶磁器 -7.0 -8.3 1.3 - - -
棒鋼・形鋼・線 62.7 56.1 6.5 10.2 8.1 2.1
鉄鋼ﾌﾗｯﾄﾛｰﾙ製品 76.7 71.2 5.5 -4.9 -7.8 3.0
銅・同合金 75.7 64.4 11.3 39.0 38.6 0.4
手道具・機械用工具 5.1 -0.2 5.2 -0.9 -7.9 7.0
原動機 4.4 4.0 0.4 5.8 -0.3 6.1
農業用機械 -0.4 0.3 -0.7 -7.9 -9.6 1.8
事務用機器 27.8 -15.3 43.1 168.9 -32.0 200.9
金属加工機械 10.3 6.5 3.8 -10.6 -11.8 1.1
繊維機械 6.8 4.5 2.3 3.1 2.0 1.1
建設鉱山用機械 17.7 17.3 0.3 6.2 6.9 -0.6
加熱・冷却用機器 31.8 20.5 11.3 -20.1 -53.5 33.4
ﾎﾟﾝﾌﾟ・遠心分離機 7.9 4.6 3.3 8.7 5.3 3.4
荷役機械 13.2 12.7 0.5 -3.4 -4.4 1.0
ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ -11.7 -13.9 2.1 2.0 1.7 0.3
半導体等製造装置 - - - -20.5 -23.0 2.4
重電機器 -10.9 -16.6 5.7 10.7 0.8 9.9
電気回路等の機器 12.7 5.1 7.6 0.2 -1.8 2.0
絶縁電線・ｹｰﾌﾞﾙ 0.3 -7.5 7.9 27.2 25.0 2.2
映像機器 78.0 -24.9 102.9 -11.0 -17.6 6.6
音響機器 17.9 -10.5 28.4 -28.6 -19.4 -9.2
音響・映像機器の部品 16.0 -10.7 26.7 133.4 46.2 87.2
通信機 1.7 12.3 -10.6 -2.4 -9.7 7.3
家庭用電気機器 49.0 30.4 18.6 11.0 -5.3 16.2
電池 -30.3 -39.1 8.8 -20.9 -32.7 11.8
半導体等電子部品 72.6 -13.4 86.0 10.4 -55.9 66.3
電気計測器 -6.5 -10.1 3.6 -10.6 -15.5 4.9
ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ -23.8 -24.8 1.0 19.9 18.4 1.5
自動車 4.8 7.5 -2.7 -2.6 -3.0 0.3
自動車の部分品 7.6 7.1 0.5 -7.1 -6.0 -1.2
科学光学機器 -4.5 -10.7 6.3 2.0 -38.0 40.0
石油製品 - - - 27.6 7.0 20.6
ｺﾞﾑﾀｲﾔ･ﾁｭｰﾌﾞ 14.1 14.2 -0.1 11.0 11.9 -0.9
写真用・映画用材料 22.3 21.1 1.1 -13.7 -18.1 4.5
記録媒体（含記録済） 49.0 6.1 42.8 412.4 56.6 355.8
楽器 17.0 -4.5 21.6 -5.3 -6.8 1.5
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比べてずっと大きいが、 2 2, 2,0/i i t ig Q Q= は














































統一システム（Harmonized Commodity Description 
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指数 分類 1995年基準指数 2000年基準指数 2005年基準指数
輸出物価指数 大分類 8 8 8
小分類 31 32 29
商品群 73 79 71
品目 209 222 213
調査価格 627 1,155 1,155
輸出単価指数 大分類 7 7 7
品目 2,174 2,264 2,298
















































の ,i tP を(4)式の ,Li tP の近似値と見なすことが適切
かどうかは明らかでない。(24)式は個別商品の取















ない。たとえば 2006年には 255 件の調査価格の入
れ替えが実施されたが、これらのうち 125件に関
して品質を考慮した価格調整が見送られている。















1 1 2 2
* *
,0 , , ,ij ij s ij s ij tP P P P→ → → のようになる。また、
新旧商品の品質差が表面価格差を上回っている場
合には
1 1 2 2
** **







1 1,0 ,ij ij s
P P→ と







1 1 2 2
*** ***
,0 , , ,ij ij s ij s ij tP P P P→ = → の
ようになる。 
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, ,ij s ij tP P→ のようになるケースも
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, ,ij s ij sP P=

























の改訂第 3 版（ International Standard Industry 
Classification Revision 3、以下 ISIC Rev.3 と略記）
を利用する。経済分析においてしばしば利用され





























1990 1995 2000 2005 2010
1 化学製品 24－25 9.6 10.7 11.1 13.0 14.4
2 金属･同製品 27－28 7.1 6.8 5.9 8.1 10.4
3 一般機械 29 14.2 15.8 14.6 15.7 18.6
4 コンピュータ・オフィス機器 30 8.8 8.7 7.6 4.3 0.9
5 電気機器・同部品 31 5.2 6.4 7.0 6.0 6.0
6 情報通信機器・電子部品 32 15.3 16.8 16.9 12.4 10.3
7 医療･精密機器 33 5.1 5.1 6.3 6.3 5.5
8 輸送用機器 34－35 27.4 23.4 23.9 26.5 26.2









































上記の 9部門を 1,2,..,9φ = という記号を用いて表
現し、ラスパイレス方式で集計した産業部門別・





















t tU U UΔ = − およ
び 0
L L L
t tP P PΔ = − が基準年から t 年にかけての各
指数の変化率（パーセント表示）に対応する。そ
して 0F Lt tU PΔ − Δ > であれば基準年から t 年にか
けて輸出価格比率が上昇したことを意味している。 
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 Δ − Δ = × Δ − Δ 
 
と書き直すことができる。ただし、ここで ( )0v φ は






 表 4 は上記の計算の結果をまとめたものである。
ここでは輸出単価指数と輸出物価指数の基準改訂
年である 1990年、1995年、2000年、2005年を基
準年（0年）とし、それぞれ 5 年後の 1995 年、2000
年、2005 年、2010 年を t 年として計算した。最初
に表の最右段を見ると、上記の 4 期間（20 年間）














ータ・オフィス機器（ 4φ = ）と情報通信機器・
電子部品（ 6φ = ）において ( )LtU φΔ と ( )LtP φΔ の
乖 離 が 際 立 っ て 大 き く 、 20 年 間 の
( ) ( )L Lt tU Pφ φΔ − Δ の累計値がそれぞれ 288.7%と
204.2%に上っている。また、これらの部門の 5年
毎の ( ) ( )L Lt tU Pφ φΔ − Δ の値を観察すると、時期に
よってその大きさが異なり、総合指数と同様に
1995 年から 2000 年にかけての変化が他の期間に
比べてやや小さくなっている。これらの傾向は最






お、電気機器・同部品（ 5φ = ）でも 2005－2010
年以外は ( )LtU φΔ が ( )LtP φΔ を上回っているが、
コンピュータ・オフィス機器や情報通信機器・電
子部品に比べると各指数の変化率が小さく、しか
も輸出額もあまり大きくないため、 L Lt tU PΔ − Δ へ
の寄与度は小さくなっている。 
表 4 の上段に示されているように、コンピュー



















て ( ) ( )F Lt tU Uφ φΔ − Δ という値を算出し、それを
先の ( ) ( )L Lt tU Pφ φΔ − Δ と比較してみよう。 
 上記の結果をまとめたのが表 5 である。この表
の上段を見ると、輸送用機器（ 8φ = ）以外の産
業 部 門 で は ほ と ん ど の 年 に お い て
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表 4 ラスパイレス型輸出単価指数と輸出物価指数の乖離の要因分析 
基準年 1990年 1995年 2000年 2005年
比較年 1995年 2000年 2005年 2010年
ΔUF－ΔUL -3.4 2.1 21.0 16.0 35.8
ΔU F (1)－ΔU L (1) -6.1 3.0 24.5 26.5 47.9
ΔU F (2)－ΔU L (2) -20.2 -5.2 52.3 13.0 39.9
ΔU F (3)－ΔU L (3) -6.1 4.0 21.4 -6.3 13.0
ΔU F (4)－ΔU L (4) 19.7 -3.1 -16.7 168.9 168.8
ΔU F (5)－ΔU L (5) 1.2 10.5 21.5 -19.9 13.4
ΔU F (6)－ΔU L (6) -2.9 -0.2 53.8 23.5 74.3
ΔU F (7)－ΔU L (7) -3.6 9.8 9.0 -8.2 7.0
ΔU F (8)－ΔU L (8) -2.8 1.6 4.8 3.3 6.9
ΔU F (9)－ΔU L (9) -12.7 4.0 15.1 40.9 47.4
ΔP L -19.6 -7.0 -0.2 -12.1 -38.9
ΔP L (1) -30.6 -4.0 17.6 -6.8 -23.8
ΔP L (2) -23.0 -10.2 54.7 11.4 32.9
ΔP L (3) -3.9 3.4 3.7 -5.4 -2.2
ΔP L (4) -36.2 -12.6 -30.1 -41.0 -119.9
ΔP L (5) -16.1 -10.3 -2.8 -8.6 -37.8
ΔP L (6) -36.7 -22.3 -31.8 -39.1 -129.9
ΔU L (7) -11.4 -4.5 -1.1 -13.9 -30.9
ΔP L (8) -9.8 -2.7 9.6 -10.2 -13.2
ΔP L (9) -20.9 -1.0 -4.2 -7.8 -33.9
ΔUL－ΔPL 16.2 9.1 21.2 28.2 74.7
ΔU L (1)－ΔP L (1) 24.5 7.0 6.9 33.3 71.7
ΔU L (2)－ΔP L (2) 2.8 5.0 -2.4 1.5 7.0
ΔU L (3)－ΔP L (3) -2.2 0.6 17.8 -0.9 15.3
ΔU L (4)－ΔP L (4) 55.9 9.5 13.4 209.8 288.7
ΔU L (5)－ΔP L (5) 17.4 20.8 24.3 -11.2 51.2
ΔU L (6)－ΔP L (6) 33.8 22.2 85.6 62.6 204.2
ΔU L (7)－ΔP L (7) 7.8 14.4 10.1 5.6 37.9
ΔU L (8)－ΔP L (8) 7.0 4.3 -4.7 13.5 20.1
ΔU L (9)－ΔP L (9) 8.3 5.0 19.3 48.8 81.3
∑{v (φ ) * [ΔUL (φ )－ΔPL (φ )] 16.2 9.1 21.2 28.2 74.7
v (1) * [ΔU L (1)－ΔP L (1)] 2.3 0.8 0.8 4.3 8.2
v (2) * [ΔU L (2)－ΔP L (2)] 0.2 0.3 -0.1 0.1 0.5
v (3) * [ΔU L (3)－ΔP L (3)] -0.3 0.1 2.6 -0.1 2.2
v (4) * [ΔU L (4)－ΔP L (4)] 4.9 0.8 1.0 9.1 15.9
v (5) * [ΔU L (5)－ΔP L (5)] 0.9 1.3 1.7 -0.7 3.3
v (6) * [ΔU L (6)－ΔP L (6)] 5.2 3.7 14.5 7.8 31.1
v (7) * [ΔU L (7)－ΔP L (7)] 0.4 0.7 0.6 0.4 2.1
v (8) * [ΔU L (8)－ΔP L (8)] 1.9 1.0 -1.1 3.6 5.4











離幅がこの表に示した ( ) ( )F Lt tU Uφ φΔ − Δ の値よ
り大きいことを意味している。ただし部門によっ




( ) ( )L Lt tU Pφ φΔ − Δ と同様に、時期によっても








基準年 1990年 1995年 2000年 2005年
比較年 1995年 2000年 2005年 2010年
ΔUF－ΔUL -3.7 -2.6 -9.8 -14.1 -30.2
ΔU F (1)－ΔU L (1) -5.2 -4.4 -4.8 -16.9 -31.3
ΔU F (2)－ΔU L (2) -2.4 -3.0 -5.2 -3.1 -13.7
ΔU F (3)－ΔU L (3) -0.7 -1.0 -10.5 0.3 -11.9
ΔU F (4)－ΔU L (4) -16.2 -6.2 -0.1 -133.7 -156.2
ΔU F (5)－ΔU L (5) -4.4 -5.0 -16.5 5.3 -20.5
ΔU F (6)－ΔU L (6) -2.8 -3.1 -39.6 -40.3 -85.8
ΔU F (7)－ΔU L (7) -6.1 -2.5 -9.8 -11.6 -30.1
ΔU F (8)－ΔU L (8) -0.1 0.0 0.3 -0.1 0.1
ΔU F (9)－ΔU L (9) -3.3 -3.6 -1.3 -20.8 -29.0
ΔUL－ΔPL 16.2 9.1 21.2 28.2 74.7
ΔU L (1)－ΔP L (1) 24.5 7.0 6.9 33.3 71.7
ΔU L (2)－ΔP L (2) 2.8 5.0 -2.4 1.5 7.0
ΔU L (3)－ΔP L (3) -2.2 0.6 17.8 -0.9 15.3
ΔU L (4)－ΔP L (4) 55.9 9.5 13.4 209.8 288.7
ΔU L (5)－ΔP L (5) 17.4 20.8 24.3 -11.2 51.2
ΔU L (6)－ΔP L (6) 33.8 22.2 85.6 62.6 204.2
ΔU L (7)－ΔP L (7) 7.8 14.4 10.1 5.6 37.9
ΔU L (8)－ΔP L (8) 7.0 4.3 -4.7 13.5 20.1
ΔU L (9)－ΔP L (9) 8.3 5.0 19.3 48.8 81.3
ΔUF－ΔP L 12.5 6.6 11.4 14.0 44.5
ΔU F (1)－ΔU L (1) 19.3 2.7 2.0 16.4 40.4
ΔU F (2)－ΔU L (2) 0.4 2.0 -7.6 -1.5 -6.7
ΔU F (3)－ΔU L (3) -2.9 -0.4 7.3 -0.6 3.4
ΔU F (4)－ΔU L (4) 39.7 3.3 13.3 76.1 132.4
ΔU F (5)－ΔU L (5) 13.0 15.8 7.8 -5.9 30.7
ΔU F (6)－ΔU L (6) 31.1 19.1 46.0 22.3 118.5
ΔU F (7)－ΔU L (7) 1.7 11.8 0.3 -6.0 7.8
ΔU F (8)－ΔU L (8) 6.9 4.3 -4.5 13.4 20.2












( )LtU φΔ が ( )FtU φΔ を上回る傾向と ( )LtU φΔ が
( )LtP φΔ を上回る傾向がともに大きいが、数量的
には後者が前者を上回り、それが輸出価格比率を
押し上げる原因となっている。なお、2005－2010
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*Dφ と *tD はそれぞれ個々の部門と期間に関する
ダミー変数を、 ,tφε は誤差項を表している。 





















       当たり付加価値額の変化率
当該期間中の 部門の付加価値・
       販売額比率（付加価値比率）の変化
当該期間中の 部門の世界の貿易総額










を図っているとすると、 ( )3tX φ の係数も正になる
はずである28。ここで ( )1tX φ と ( )2tX φ のデータは
経済産業省「工業統計調査（産業編）」等をもとに
集計し、 ( )3tX φ はフランスの研究機関 CEPII が





して *Dφ と *tD の両方を含む回帰式の推計結果に
加え、 *Dφ のみを含めて行った推計結果も掲載し
ている。この表によると、被説明変数が
( ) ( )F Lt tU Pφ φΔ − Δ の場合でも ( ) ( )L Lt tU Pφ φΔ − Δ
の場合でも ( )1tX φ と ( )2tX φ は統計的に有意でな
く、係数の符号も予想と異なっている。また、一








用している 5 年間隔の ( ) ( )F Ft tU Pφ φΔ −Δ と
( ) ( )L Lt tU Pφ φΔ − Δ のデータの中では、2000－2005














ない回帰式の双方において ( )1tX φ 、 ( )2tX φ 、




頑健だとは思われず、 ( )3tX φ と被説明変数の間に
も有意味な関係が存在しない可能性が高い。なお、
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[A] 被説明変数： ΔU F (ϕ )－ΔP L (ϕ )
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
一人当たり付加価値  -0.295  -0.325
 (0.198)  (0.217)
付加価値比率  -0.904  -0.803
 (1.050)  (1.026)
輸出シェア   3.810   3.721
 (2.242)  (1.991)*
産業部門ダミー あり あり あり あり あり あり
期間ダミー あり あり あり なし なし なし
標本数 32 32 32 32 32 32
回帰式の標準誤差 13.992 14.324 13.248 13.226 13.783 12.597
F値   2.588   2.386   3.096   3.905   3.368   4.598
[B] 被説明変数： ΔU L (ϕ )－ΔP L (ϕ )
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
一人当たり付加価値  -0.886  -1.021
 (0.554)  (0.671)
付加価値比率  -2.914  -3.658
 (2.942)  (2.977)
輸出シェア  10.359   8.378
 (5.695)*  (5.499)
産業部門ダミー あり あり あり あり あり あり
期間ダミー あり あり あり なし なし なし
標本数 32 32 32 32 32 32
回帰式の標準誤差 34.753 35.801 32.947 33.257 34.005 33.741























[A] 被説明変数： ΔU F (ϕ )－ΔP L(ϕ )
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
一人当たり付加価値  -0.104  -0.086
 (0.136)  (0.117)
付加価値比率  -0.159   0.263
 (0.610)  (0.520)
輸出シェア   1.636   2.180
 (1.440)  (1.199)
産業部門ダミー あり あり あり あり あり あり
期間ダミー あり あり あり なし なし なし
標本数 31 31 31 31 31 31
回帰式の標準誤差   9.813   9.908   9.593   9.705   9.739   9.079
F値   3.073   2.982   3.296   3.998   3.951   4.961
[B] 被説明変数： ΔU L(ϕ )－ΔP L(ϕ )
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)
一人当たり付加価値  -0.305  -0.252
 (0.241)  (0.220)
付加価値比率  -0.663  -0.423
 (1.038)  (0.848)
輸出シェア   3.598   3.142
 (2.302)  (2.122)
産業部門ダミー あり あり あり あり あり あり
期間ダミー あり あり あり なし なし なし
標本数 31 31 31 31 31 31
回帰式の標準誤差 16.073 16.499 15.670 15.551 15.895 15.076
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次に(A3)式右辺の ,0i tP を(12)式の定義にしたが
って書き換えると、 
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先の計算からこれらが 1 1 0− + = となって相殺さ
れることが分かっている。そこで最初の三項だけ
を残し、(11)式と(12)式をもとに ,00iP と ,ij tg 、 ,i tg を
書き換えると、 
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i tP を ,
L
i tP で除して得られ
る , , ,0 ,/ij t ij t ij ij ti iQ P Q P  がこの式の右辺と同一






附録 B 産業部門別の物価・単価指数の 
集計方法 
 











International Standard Industrial Classification of All 
Economic Activities (ISIC) Revision 3.1 の第 3 章













































































10 両指数の乖離率を ( ) /P L Lt t tP P P− と定義した場合、
1995 年基準指数の 1995 年から 2000 年にかけての乖離















13 図 7の例では、t年の商品 2と 3の価格と取引量がそ
れぞれ 0 年の商品 1 と 2 の価格と取引量に一致してい
る。したがって仮に t年に新たな商品（商品 4）が発売



















16 日本の貿易統計品目は HS の改訂時以外にも頻繁に
改訂されているが、その際の変更品目数は多くない。 
17 日本の貿易統計には第 1 数量と第 2 数量という二種
類の取引量の系列が存在する。ある品目に関して第 1










































































年 1 月分から HS の 2012 年版に準拠した分類に移行す
る予定である。 












26 これらの次に ( ) ( )F Lt tU Pφ φΔ − Δ の累積値が大きいの







27 ( )1tX φ は本来は実質ベースで算出することが望まし
いが、適切なデフレータが得られなかったため、ここ
では名目付加価値額の変化率を用いている。 
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